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令和２年度 墨田区一般会計予算

令和２年度墨田区一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ124≤759≤000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表

債務負担行為」による。

（特別区債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる特別区債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率

及び償還の方法は、「第３表　特別区債」による。

（一時借入金）

第４条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、10≤000≤000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。

a 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用。

令和２年２月　　日提出

墨 田 区 長　　　山 本 　 亨
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第１表　歳入歳出予算

歳　　入 （単位　千円）

款 項 金　　　額 款 項 金　　　額
１　特 別 区 税 25≤457≤000

１　特 別 区 民 税 23≤342≤000

２　軽 自 動 車 税 116≤000

３　特 別 区 た ば こ 税 1≤986≤000

４　入　　　　湯　　　　税 13≤000

２　地 方 譲 与 税 385≤000

１　地 方 揮 発 油 譲 与 税 90≤000

２　自 動 車 重 量 譲 与 税 274≤000

３　森 林 環 境 譲 与 税 21≤000

３　利 子 割 交 付 金 98≤000

１　利 子 割 交 付 金 98≤000

４　配 当 割 交 付 金 420≤000

１　配 当 割 交 付 金 420≤000

５　株式等譲渡所得割交付金 361≤000

１　株式等譲渡所得割交付金 361≤000

６　地 方 消 費 税 交 付 金 6≤351≤000

１　地 方 消 費 税 交 付 金 6≤351≤000

７　環 境 性 能 割 交 付 金 84≤000

１　環 境 性 能 割 交 付 金 84≤000

８　地 方 特 例 交 付 金 239≤000

１　地 方 特 例 交 付 金 239≤000

９　特 別 区 交 付 金 40≤263≤000

１　特別区財政調整交付金 40≤263≤000

10 交通安全対策特別交付金 20≤000

１　交通安全対策特別交付金 20≤000

11 分 担 金 及 び 負 担 金 1≤692≤976

１　負 担 金 1≤692≤976

12 使 用 料 及 び 手 数 料 2≤321≤749

１　使 用 料 1≤798≤588

２　手 数 料 523≤161

13 国 庫 支 出 金 25≤395≤098

１　国 庫 負 担 金 21≤593≤456

２　国 庫 補 助 金 3≤787≤937

３　国 庫 委 託 金 13≤705

14 都 支 出 金 10≤310≤864

１　都 負 担 金 5≤137≤673

２　都 補 助 金 4≤013≤333

３　都 委 託 金 1≤159≤858

15 財 産 収 入 226≤338

１　財 産 運 用 収 入 170≤625

２　財 産 売 払 収 入 55≤713

16 寄 付 金 367≤880

１　寄 付 金 367≤880

17 繰 越 金 1≤500≤000

１　繰 越 金 1≤500≤000

18 諸 収 入 1≤847≤257

１　延滞金、加算金及び過料 39≤605

２　特 別 区 預 金 利 子 44

３　貸 付 金 元 利 収 入 167≤564

４　受 託 事 業 収 入 303≤724

５　収 益 事 業 収 入 206≤393

６　雑　　　　　　　　　　入 1≤129≤927

19 繰 入 金 3≤572≤838

１　基 金 繰 入 金 3≤572≤835

２　特 別 会 計 繰 入 金 3

20 特 別 区 債 3≤846≤000

１　特 別 区 債 3≤846≤000

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 124≤759≤000



歳　　出 （単位　千円）

款 項 金　　　額 款 項 金　　　額

１　議 会 費 671≤521

１　議 会 費 671≤521

２　総 務 費 11≤808≤911

１　総 務 管 理 費 10≤304≤233

２　徴 税 費 892≤940

３　選 挙 費 266≤254

４　統 計 調 査 費 255≤653

５　監 査 委 員 費 89≤831

３　区 民 生 活 費 6≤717≤039

１　区 民 諸 費 7≤207

２　戸籍及び住民基本台帳費 1≤178≤741

３　区 民 活 動 推 進 費 629≤404

４　区 民 施 設 費 1≤068≤424

５　文 化 振 興 費 1≤961≤384

６　ス ポ ー ツ 振 興 費 1≤871≤879

４　資 源 環 境 費 4≤067≤263

１　環 境 保 全 費 296≤867

２　廃 棄 物 対 策 費 3≤770≤396

５　民 生 費 68≤874≤942

１　社 会 福 祉 費 8≤503≤009

２　老 人 福 祉 費 5≤605≤383

３　心 身 障 害 者 福 祉 費 6≤910≤456

４　児 童 福 祉 費 30≤111≤947

５　生 活 保 護 費 17≤679≤534

６　国 民 年 金 費 64≤613

６　衛 生 費 6≤232≤091

１　衛 生 管 理 費 1≤149≤444

２　保 健 所 費 2≤112≤830

３　公 衆 衛 生 費 1≤602≤671

４　区 民 健 康 費 1≤230≤268

５　環 境 衛 生 費 33≤863

６　医 療 費 103≤015

７　産 業 観 光 費 1≤684≤736

１　商 工 費 1≤153≤716

２　観 光 費 531≤020

８　土 木 費 11≤773≤669

１　土 木 管 理 費 978≤230

２　道 路 橋 梁 費 2≤351≤412

３　河 川 費 162≤331

４　公 園 費 1≤267≤926

５　建 築 費 371≤024

６　都 市 計 画 費 6≤642≤746

９　教 育 費 9≤852≤393

１　教 育 総 務 費 1≤939≤669

２　小 学 校 費 4≤337≤517

３　中 学 校 費 1≤967≤950

４　幼 稚 園 費 406≤815

５　地 域 教 育 費 1≤200≤442

10 諸 支 出 金 2≤976≤435

１　普 通 財 産 取 得 費 60≤229

２　公 債 費 2≤866≤204

３　競 馬 組 合 分 担 金 1

４　小切手支払未済償還金 1

５　償 還 金 及 び 還 付 金 50≤000

11 予 備 費 100≤000

１　予 備 費 100≤000

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 124≤759≤000
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第２表　債務負担行為

（単位　千円）

事　　　　項

庁舎リニューアルプラン推進事業
（エ レ ベ ー タ ー 更 新 工 事 ）

令和３年度
〜

令和５年度
333≤000

期　　　間 限　　　度　　　額

地域集会所管理運営事業
（ 立 川 集 会 所 ）

令和３年度 7≤000

曳舟文化センター改修事業 令和３年度 1≤144≤000

保 育 園 等 管 理 運 営 事 業
（ 立 川 保 育 園 ）

令和３年度 52≤000

児 童 館 維 持 管 理 事 業
（ 立 川 児 童 館 ）

令和３年度 50≤000

北十間川・隅田公園観光回遊路
整 備 事 業
（ テ ラ ス 修 景 整 備 ）

令和３年度 45≤000

橋 梁 架 替 事 業
（ 南 辻 橋 ）

令和３年度 350≤000

墨 田 区 土 地 開 発 公 社
に 対 す る 債 務 保 証

令和２年度
〜

令和12年度

墨田区土地開発公社が令和２年度
に協調融資団から借入れる事業資
金5≤000≤000千円及び利子相当分

小中学校施設維持管理事業
（受変電施設・小荷物専用昇降機改修工事）

令和３年度 75≤000

墨 田 区 土 地 開 発 公 社
か ら の 用 地 取 得

令和２年度
〜

令和12年度

墨田区が墨田区土地開発公社から
取得する用地費

商工業融資の事業承継支援
資金融資に伴う利子補給 貸付残高の2≥0%以内

商工業融資の設備・環境改善
資金融資に伴う利子補給 貸付残高の2≥2%以内

第３表　特別区債

（単位　千円）

起債の目的 利　　率

8≥0％以内
（ただし、
利率見直
し方式で
借り入れ
る政府資
金及び地
方公共団
体金融機
構資金に
ついて、
利率の見
直しを行
った後に
お い て
は、当該
見直し後
の利率）

償還の方法

起債の時より据
置期間を含めて
30年以内に元利
均等その他の方
法により償還す
る。
ただし、区財政
の都合により償
還期間を短縮
し、若しくは繰
上償還又は低利
に借換すること
ができる。

限度額 起債の方法

証書借入又は証
券発行の方法で
政府その他より
起債する。
なお、当該年度
において未発行
のものがある場
合には、翌年度
において繰越発
行できる。

大学誘致推進事業 1≤537≤000

災害援護資金貸付金 5≤000

新 保 健 施 設 等
複合施設建設事業 1≤223≤000

住宅市街地総合
整 備 事 業 52≤000

鉄道立体化事業 811≤000

学校施設建設等事業 127≤000

（うち借換分56≤000）

減 収 補 て ん 債
（ 借 換 債 ） 91≤000

計 3≤846≤000


